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資料 １ 

公の施設一覧 【指定管理（公募）】 （平成２５年４月１日現在） 

 

（注）※本一覧表は，福岡市のホームページ掲載の一覧表を基に作成したが，施設名

は条例に合わせ，複数施設を協定書に合わせて一つの欄に記載し，指定管理

料を追記している。 

   ※本監査の対象施設は，平成２５年４月に指定管理者制度が導入された福岡市

ロボスクエア（指定管理（公募）表の４０番）及び博多区・博多駅・中洲川端の自

転車駐車場増設分を除いた指定管理者制度導入３８３施設である。 

※指定管理料は各論概要表のＨ２４精算後指定管理料額を記載した。 

（単位：千円） 

施      設      名 施設数 指定管理料 

市    民    局     

1 福岡市博多南地域交流センター 1  95,252 

2 福岡市和白地域交流センター 1  96,023 

3 福岡市西部地域交流センター 1  120,986 

4 福岡市ＮＰＯ・ボランティア交流センター 1  29,535 

5 福岡市男女共同参画推進センター 1  87,551 

6 福岡市立城南体育館・福岡市立早良体育館 2  154,000 

7 福岡市立東体育館・福岡市立中央体育館 2  135,300 

8 福岡市立博多体育館・福岡市立南体育館 2  127,215 

10 福岡市ももち体育館・福岡市立西体育館 2  130,400 

11 福岡市立城南市民プール・福岡市立早良市民プール 2  159,600 

12 福岡市立東市民プール・福岡市立中央市民プール 2  162,000 

13 福岡市立博多市民プール・福岡市立南市民プール 2  155,257 

14 福岡市立今宿野外活動センター 1  44,790 

こ ど も 未 来 局     

15 福岡市立母子福祉センター 1  53,248 

保  健  福  祉  局     

16 福岡市立玄界診療所 1  65,634 

17 福岡市立能古診療所 1  57,052 

18 福岡市健康づくりサポートセンター（旧福岡市健康づくりセンター） 1  212,152 

19 福岡市市民福祉プラザ 1  215,703 

20 福岡市立老人福祉センター（東香園） 1  36,900 

21 福岡市立老人福祉センター（長生園） 1  35,863 
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22 福岡市立老人福祉センター（舞鶴園） 1  36,198 

23 福岡市立老人福祉センター（若久園） 1  34,469 

24 福岡市立老人福祉センター（寿楽園） 1  35,488 

25 福岡市立老人福祉センター（早寿園） 1  39,011 

26 福岡市立老人福祉センター（福寿園） 1  50,400 

27 東障がい者フレンドホーム 1  26,544 

28 博多障がい者フレンドホーム 1  24,843 

29 城南障がい者フレンドホーム 1  16,200 

30 点字図書館 1  40,331 

31 福岡市立障がい者生活・就労支援施設（つくし学園） 1  0 

32 福岡市立障がい者生活・就労支援施設（ふよう学園） 1  0 

環    境    局     

33 西部３Ｒステーション（福岡市リサイクルプラザ） 1  58,143 

経 済 観 光 文 化 局     

34 はかた伝統工芸館 1   28,368 

35 福岡市産学連携交流センター 1  19,530 

36 博多町家ふるさと館 1       49,397 

37 福岡市祇園音楽・演劇練習場 1  34,449 

38 福岡市大橋音楽・演劇練習場 1  19,806 

39 福岡市民会館 1  389,897 

40 福岡市ロボスクエア ※Ｈ２５年度指定管理料予定額は 60,500 千円 1  ― 

農 林 水 産 局     

41  福岡市油山市民の森 1  95,300 

42  花畑園芸公園 1  101,000 

43  今津リフレッシュ農園 1  44,900 

44  立花寺緑地リフレッシュ農園 1  25,280 

住 宅 都 市 局     

45  福岡市雁の巣レクレーションセンター 1  142,345 

46  アイランドシティ中央公園 1  91,000 

47  青葉公園 1  38,300 

48  小戸公園・生の松原公園 2  52,453 

49  西南杜の湖畔公園 1  55,461 

50  楽水園 1  23,140 

51  月隈北緑地（月隈パークゴルフ場） 1  22,940 
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52  松風園 1  21,800 

53  桧原運動公園 1  64,854 

54  西部運動公園 1  52,660 

55  今津運動公園 1  89,850 

56  友泉亭公園 1  35,481 

57  かなたけの里公園 1  57,917 

道 路 下 水 道 局     

58  福岡市営駐車場（博多駅） 1  13,671 

59  福岡市営駐車場（築港） 1  13,863 

60  福岡市営駐車場（大橋） 1  13,944 

61  福岡市営自転車駐車場（東区） 9  82,854 

62  福岡市営自転車駐車場（博多区） 9  95,011 

63  福岡市営自転車駐車場（博多駅） 12  63,873 

64  福岡市営自転車駐車場（中洲川端） 3  11,801 

65  福岡市営自転車駐車場（中央区） 11  52,218 

66  福岡市営自転車駐車場（天神） 5  68,906 

67  福岡市営自転車駐車場（西区） 4  70,054 

68  福岡市営自転車駐車場（南区） 11  83,659 

69  福岡市営自転車駐車場（早良区） 16  126,669 

70  福岡市営自転車駐車場（城南区） 8  52,218 

71  藤崎バス乗継ターミナル 1   20,420 

港   湾   局     

72  福岡市海浜公園（シーサイドももち海浜公園，マリナタウン海浜公園） 2  174,300 

73  福岡市ヨットハーバー 1  53,242 

74  博多港国際ターミナル 1  24,000 

区   役   所     

75  中央市民センター 1   81,764 

76  東市民センター 1   71,515 

77  博多市民センター 1   73,404 

78  西市民センター 1   97,756 

79  南市民センター 1  86,209  

80  早良市民センター 1   103,341 

81  城南市民センター 1   79,983 

  計 167  5,706,891 
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公の施設一覧 【指定管理（非公募）】 

施      設      名 施設数 指定管理料 

市    民    局     

1 福岡市民体育館 1  277,368 

2 福岡市九電記念体育館 1  58,230 

3 福岡市立総合西市民プール 1  233,019 

こ ど も 未 来 局     

4 福岡市立中央児童会館 1  47,345 

5 福岡市立めばえ学園 1  132,324 

6 福岡市立あゆみ学園 1  182,388 

7 福岡市立西部療育センター 1  385,134 

8 福岡市立東部療育センター 1  343,396 

9 福岡市立小呂保育所 1  12,229 

保  健  福  祉  局     

10 福岡市立急患診療所 6  1,249,013 

11 福岡市立歯科急患診療所 1  31,879 

12 福岡市葬祭場 1  387,954 

13 福岡市立心身障がい福祉センター 1  267,918 

14 福岡市立障がい者スポーツセンター 1  169,554 

15 福岡市立南障がい者フレンドホーム 1  22,610 

16 福岡市立早良障がい者フレンドホーム 1  83,160 

17 福岡市立西障がい者フレンドホーム 1  27,055 

18 福岡市立障がい者生活・就労支援施設（なのみ学園） 1  0  

19 福岡市立障がい者生活・就労支援施設（清水ワークプラザ） 1  28,355  

20 福岡市立障がい者生活・就労支援施設（ももち福祉プラザ） 1  45,531  

経 済 観 光 文 化 局     

21 福岡市コンベンション施設（福岡国際会議場・マリンメッセ福岡） ２  0 

22 福岡市千代音楽・演劇練習場 1  84,995 

23 博多座 1  268,322  

農 林 水 産 局     

24 油山牧場及び脊振牧場 2  187,307 

25 福岡市海づり公園 1  35,276 
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住 宅 都 市 局     

26 福岡市営住宅 181  920,447 

27 東平尾公園・舞鶴公園 2  529,177 

道 路 下 水 道 局     

28 福岡市営駐車場（川端地下） 1  27,697 

29 福岡市営自転車駐車場（きらめき通り） 1  15,054 

港    湾    局     

30 博多港港湾施設 1  476,714 

消    防    局     

31 福岡市民防災センター 1  153,251 

教 育 委 員 会     

32 福岡市立雁の巣児童体育館 1  4,239 

  計 220  6,686,941 
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公の施設一覧 【直営】 

施   設   名 施設数 

市    民    局   

1  福岡市立空港周辺共同利用会館 17  

2  福岡市公民館 149  

3  福岡市立人権のまちづくり館 10  

4  福岡市立集会所 29  

こ ど も 未 来 局   

5  福岡市立少年科学文化会館 1  

6  福岡市立青年センター 1  

7  福岡市立背振少年自然の家 1  

8  福岡市海の中道青少年海の家 1  

9  福岡市立保育所 10  

保  健  福  祉  局   

10  福岡市立老人いこいの家 126  

11  福岡市立松濤園 1  

12  福岡市墓地 220  

13  玄界島火葬場 1  

環   境   局   

14  臨海３Ｒステーション（福岡市リサイクルプラザ） 1  

15  福岡市保健環境研究所 1  

経済観光文化局   

16  福岡市姪浜買物広場 1  

17  福岡市創業者育成施設 2  

18  福岡市赤煉瓦文化館 1  

19  福岡市埋蔵文化財センター 1  

20  福岡市美術館 1  

21  福岡アジア美術館 1  

22  福岡市博物館 1  

農 林 水 産 局   

23  福岡市田園スポーツ広場 3  

24  福岡市農村センター 1  

25  漁港 8  
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26  福岡市集落排水処理施設 8  

27  福岡市中央卸売市場 5  

住 宅 都 市 局   

28  福岡市立霊園 3  

29  公園（区所管の公園） 1,596  

30  福岡市動植物園 1  

道 路 下 水 道 局   

31 道路 ※１，2 1  

32  福岡市自転車駐車場（無料） 41  

33  福岡市下水道 ※１ 1  

34  河川 ※1，2 1  

港   湾   局   

35  福岡市営渡船 ※１ 1  

水   道   局   

36  福岡市水道 ※１ 1  

37  福岡市工業用水道 ※１ 1  

交   通   局   

38  福岡市営地下鉄 ※１ 1  

教 育 委 員 会   

39  福岡市立小・中・高等学校 ※２ 218  

40  福岡市立幼稚園 ※２ 8  

41  福岡市立特別支援学校 ※２ 8  

42  福岡市立婦人会館 1  

43  福岡市総合図書館 1  

  計 2,486  

 

※１ 施設数は便宜上，１でカウント 

※２ 個別法の規律により指定管理者制度をとれないもの 
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資料 ２ 

福岡市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する要綱 

 

（趣旨） 

第 1条 この要綱は，地方自治法（昭和 22年法律第 67号。以下「法」という。）第 244条に定め

る公の施設について，指定管理者の指定の手続等に関して条例，規則等で規定すべき事項その

他の基本的な考え方を定めるものとする。 

 

（適用の範囲） 

第 2 条 この要綱の対象となる施設は，公の施設のうち，指定管理者に管理を行わせようとする

施設とする。 

 

（指定管理者の公募） 

第 3条 施設所管局は，指定管理者の指定に当たっては，候補者の公募を行うものとする。ただ 

し，次の場合には，公募によらないことができる。 

（１）民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11年法律第 117号。 

以下「PFI 法」という。）の活用による長期契約を前提とした事業方式等により公の施設を設

置し，設置後一定の期間指定管理者の役割を担うべき者が当該契約により限定されている場合 

（２）公の施設を民間施設の中に又はこれに接続して設ける場合であって，当該民間施設の管理と 

一体的に公の施設を管理することが，施設の構造上又は経済的観点から明らかに合理的なとき。 

（３）施設の管理上緊急に指定管理者を指定する必要がある場合 

（４）その他特別な事情があると市長が認める場合 

2  施設所管局は，前項ただし書きの規定を適用する場合は，あらかじめ総務企画局（行政部行

政改革課）及び財政局（財政部財政調整課）と協議しなければならない。 

3  公募は，市公報に掲載して行うとともに，市政だより，本市ホームページのほか，新聞等広 

く頒布されている媒体を用いて案内を行い，募集期間は，原則として 1か月以上とする。 

4 施設所管局は，公募に当たって次の事項を示さなければならない。 

（１）公の施設の名称及び所在地 

（２）指定の期間 

（３）業務の範囲 

（４）管理の基準 

（５）申請を行おうとする法人若しくは団体（以下「申請団体」という。）又は管理に従事する者

に資格が必要な場合は，その資格 

（６）指定管理者の候補者の選考に係る審査の方法及び基準 

（７）管理の対価の支払方法 

（８）費用負担しなければならない危険負担の範囲 

（９）申請の受付期間及び提出先 

（10）その他必要な事項 

5 施設所管局は，申請団体による事業計画の策定に資するために，公募を開始した日から募集期

間が終了するまでの間，公の施設の内容，従前の管理に係る事業報告書及び収支決算書を常時閲

覧できるようにしておかなければならない。  

 

（指定の期間） 

第 4条 指定管理者の指定の期間は，原則 5年を超えない期間とする。ただし，ＰＦＩ法の適用を

受けて実施する事業であって，長期契約を前提とした事業方式等により公の施設を設置する場合，

その他 5年を超える期間とすることに合理的な事由がある場合は，この限りでない。 

2 前項の規定は，公募手続を経た結果，同一団体を再度指定することを妨げるものではない。 
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（業務の範囲） 

第 5条 第 3条第 4項第 3号に規定する管理の範囲には，次の内容を含むものとする。 

（１）施設の設置目的及び期待する成果 

（２）施設の物理的範囲 

（３）施設の管理及びあわせて提供すべきサービスの内容 

（４）管理に関し指定管理者が費用を負担しなければならない範囲 

（５）施設利用許可の権限の有無 

（６）利用料金制を採用する場合は，その旨 

 

（管理の基準） 

第 6条 第 3条第 4項第 4号に規定する管理の基準には，次の内容を含むものとする。 

（１）開館時間 

（２）休館日 

（３）使用料 

（４）使用料の納入，減免等の手続 

（５）利用料金制の対象とする施設にあっては，利用料金の収入を指定管理者の収入とする旨及び

利用料金を定めるに当たっての手続の概要 

（６）管理を通じて取得した個人に関する情報の取扱い 

（７）利用者の使用を制限するときの要件 

（８）成果指標を設定する場合は，その値及びその達成状況を評価する際の基準 

（９）管理に関し本市が負担する金額の上限 

2 指定管理者の公募にあたり前項第 9号にかかる事項を示すに当たっては，事前に財政局（財政

部財政調整課）と協議しなければならない。 

 

（指定の申請） 

第7条 施設所管局は，応募者が指定の申請を行うに当たっては，次の事項を記載した申請書を提 

出させるものとする。 

（１） 申請団体の主たる事務所の所在地，団体名及び代表者の氏名 

（２） 指定を受けようとする公の施設の名称 

（３） 申請の意思を表す文言 

2 前項の申請書には，次の書類のうち必要なものを添付させるものとする。 

（１）管理に関する事業計画書 

（２）管理に関する収支予算書 

（３）管理に従事する者の配置及び勤務体制に関する書類 

（４）申請団体の定款，寄附行為，規約その他これらに類する書類 

（５）申請団体が法人である場合にあっては，当該法人の登記簿謄本 

（６）申請団体の全ての事業に係る申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び事業計

画書並びに前事業年度の収支決算書及び事業報告書 

（７）申請団体の役員名簿及び従業員数を示した書類 

（８）その他申請団体の活動実績に関する書類 

（９）指定管理者又は管理に従事する者に資格が必要な場合は，その資格を有することの証明書 

（10）その他指定管理者を選定するに当たって必要なもの 

 

（事業計画書） 

第 8条 前条第 2項第 1号の事業計画書には，次の内容を含むものとする。 

（１）管理の内容 

（２）管理の実施に関し市に負担を求める金額 

（３）管理の成果を示す指標及び達成のための取組 

（４）管理を遂行するに当たっての人員計画及び要員確保策 
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（指定管理者の選定） 

第 9 条 施設所管局は，第 7条第 1項の申請書が提出されたときは，あらかじめ定めた期日までに， 

指定管理者の候補者の選定を行わなければならない。 

2 施設所管局は，指定管理者の候補者の選定に当たっては，次の事項に適合するかどうかを審査

するものとする。 

（１）第 7 条第 2 項各号に掲げる書類（以下「事業計画書等」という。）の内容が，住民の正当か

つ平等な利用を確保することができるものであること。 

（２）事業計画書等の内容が，施設の効用を十分に発揮させるとともに，その管理に係る経費の縮

減が図られるものであること。 

（３）事業計画書等による管理を行うために必要な経済的基礎及びこれを的確に実施するために必

要な能力が十分であること。 

3 施設所管局は，指定管理者を公募する場合は、その候補者の選定等の参考となる意見を収集す

るための機関を設けるものとする。 

4 施設所管局は，申請者に対して，選定の結果を示さなければならない。 

5 施設所管局は，指定管理者の指定に当たっては，遅くとも指定管理者に管理を行わせようとす

る期間の初日の３か月以上前に招集される議会までに指定管理者の指定に係る議案を提出しな

ければならない。 

 

（指定の取消し及び業務の停止） 

第 10 条 施設所管局は，施設の設置目的及び事業計画に則った適正な施設の管理が行われていな 

いと判断するときは，指定管理者に改善項目及び改善策を指示するものとし，さらに指定管理者

がその指示に従わないときは，その指定を取り消すことができる。 

2 施設所管局は，前項に定める場合のほか，指定管理者の責めに帰すべき事由により当該指定管

理者による管理を継続させることが適切でないと認めるときは，期間を定めて管理の全部又は一

部の停止を命じることができる。  

3 前 2項に規定する内容は，第 13条の規定に基づく協定に盛り込むものとする。 

 

（指定管理者の指定等の公表） 

第 11 条 施設所管局は，指定管理者の指定をしたとき及び指定を取り消したときは,遅滞なく,そ

の旨を公表しなければならない。 

 

（適正な管理の確保） 

第 12 条 施設所管局は，法第 244 条の 2 第 7 項の規定により指定管理者が提出することとされて

いる事業報告書等において，次の事項の記載を求めなければならない。 

（１）管理の実施状況及び施設の利用状況 

（２）使用料の収入の実績 

（３）管理に係る経費の収支状況 

（４）前 3号に掲げるもののほか，管理の状況を把握するために必要な事項 

2 施設所管局は，指定管理者の指定を取り消したときは，取消しの日の前日までの管理について

前項に定める事業報告書等の提出を求めなければならない。 

3 第 1項第 4号に掲げる事項は，次条の規定に基づく協定においてあらかじめ定めるものとする。 

4  施設所管局は，指定管理者に対し，管理及び経理の状況について定期に又は必要に応じて臨時

に報告を求め，実地に調査し，又は必要な指示を行うものとする。 

5 施設所管局は，指定管理者の原状回復義務，損害賠償義務，秘密保持義務及び福岡市行政手続

条例（平成 7 年福岡市条例第 56 号）に基づく義務について，次条の規定に基づく協定において

必要な内容を定めなければならない。 

 

（本市と指定管理者の協議により定める事項） 

第13条 指定管理者が行う管理の内容，指定管理者に支出する管理に要する費用の額その他の指 
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定管理者の権利義務に関する事項は，本市と指定管理者の協議により年度ごとに定め，その内容

を記載した協定を締結しなければならない。 

2 PFI 法の適用を受けて実施する事業であって，長期契約を前提とした事業方式等による場合に

あっては，PFI法に基づき作成される協定を前項の協定とみなす。 

 

附 則 

 この要綱は，平成１６年２月２０日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成１６年４月２１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成１７年２月１６日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２０年７月１５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２５年１月１日から施行する。 
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	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。１期目（平成１８年度から平成２０年度）は，非公募により（株）都市環境（平成１９年４月より（財）ふくおか環境財団）が選定され，２期目（平成２１年度から平成２３年度）及び３期目（平成２４年度から平成２８年度）は公募により（財）ふくおか環境財団が選定されている。
	(ｲ)　指定管理者が行なう業務については，「福岡市西部リサイクルプラザ管理運営業務仕様書」において次の通り定められている。
	①　施設管理業務
	②　西部リサイクルプラザ運営業務
	③　その他
	このうち，①に関しては，日常清掃，定期清掃，消毒，電気設備の保守点検，冷暖房設備の保守点検と清掃等の頻度まで定められているところ，業務が全般にわたって業者へ再委託されている。再委託については，「福岡市西部リサイクルプラザの管理に係る基本協定書」においてあらかじめ市の承認を受ける必要があるところ（第１７条第１項ただし書き），本施設の再委託に関し，指定管理者が承認依頼を提出していることを確認した。
	②に関しては，次の業務が定められている。
	・　施設運営全般
	受付・案内に関する業務，施設の利用その他の便宜供与に関する業務，
	施設見学の受付，案内等に関する業務
	・　情報発信業務
	情報コーナーの運営等に関する業務，啓発コーナーの運営に関する業務，
	プレイコーナーの運営に関する業務，
	インターネット運用・維持管理業務，
	ごみ減量・リサイクルに関する広報誌等発行等業務
	・　リユース事業
	衣類・図書等のリユースに関する業務，
	公民館等における衣類・図書等のリユースに関する業務，
	フリーマーケットコーナーの設置に関する業務，
	福岡市リサイクル募金に関する業務
	・　環境学習事業
	リサイクル体験・物づくり講座等の実施に関する業務，
	３Ｒ実践講座等の開催に関する業務，
	３Ｒについて学ぶ講座等の開催に関する業務，
	公民館等における講座の開催に関する業務，人材育成事業，
	イベント開催業務
	③に関しては，資源物の回収，管理やアンケート調査等の定めがある。
	(ｳ)　事業報告書によると，平成２４年度の入館者数は，５万９２１人であり，年々減少傾向にあるとの報告がなされている。もっとも，入館者数というのは，事前申込みをした施設見学者，講座受講者，リユース品提供者，リユース品引取者を合算した数字であり，実際に本施設を訪れた人数とは異なるとのことである。
	リサイクル体験講座は，１９５回開催され，１５０９人が参加している。講座内容は，平成２２年度，２３年度は紙すきと石鹸作り講座のみであったが，平成２４年度は，これらの講座に加えて，裂き織り，牛乳パック工作，廃ガラス工作，空瓶リメイク，木の枝鉛筆作り，木の枝キーラック等の講座が開催された。市では，人口増加に伴い近年，家庭ごみが増加傾向にあることから，新たな指定管理者の選定にあたり，講座等のメニューを幅広く企画するよう仕様書に明記し，指定管理者に対し３Ｒへの関心を推進するための取り組みを求めたところ，...
	もの作り講座としては，「間伐材で砂絵ネームプレート作り」（参加者７２人），「新聞紙でエコバック作り」（参加者５１人），「新聞紙でペーパーローズ作り」（参加者４５人）等１９講座が開催され，計４１９人が参加している。
	３Ｒ実践講座としては，リフォーム教室が１期１２回で３期開催され，３１８人の参加があり，パッチワーク教室も同様に１期１２回で３期開催され，３９３人の参加があった。他にも，愛宕小学校４年生を対象に，「堆肥の熟成と１学期の振り返り」（参加者１１５人），「堆肥利用と野菜の植え付け」（参加者１１５人），「食育（冬野菜の収穫）」（参加者１１５人）等の講座が開催されている。
	３Ｒについて学ぶ講座としては，「ダンボールコンポストについて（愛宕小学校）」（参加者１１５人），「堆肥作りと熟成について（南当仁小学校）」（参加者９９人），「観劇：自然テーマいまからいえでにいってきます」（参加者１０４人）等の講座が開催され，計７７２人（延べ）が参加している。
	人材育成事業としては，環境ボランティア養成講座，地域リーダー養成講座，市民活動フォローアップ講座，講師養成講座，環境活動団体交流会の開催があり，２６４人が参加している。
	(ｴ)　本施設では使用料が取られておらず，３Ｒ実践講座について実費が徴収されるのみである。徴収された実費は，指定管理者の雑収入として計上されている。リサイクル体験やもの作り講座は，指定管理料に含まれている材料費で賄われている。
	指定管理料については１２分の１の額が毎月支払われることとなっており（基本協定書第２５条第２項），平成２４年度は指定管理料が５８１４万３０００円であり，毎月４８４万５２５０円が支払われている。備品購入，備品の修繕費用も指定管理料に含まれている。精算は行われていない。もっとも，担当課によると，平成２６年度からは概算払いを取り入れる予定となっており，年４回もしくは月ごとの概算払い年度末精算を検討しているとのことである。精算対象は備品代や修繕費が考えられるが、対象費目についても検討中とのことであった。
	施設の修繕については，別途予算措置がなされることとなっており，平成２４年度はトイレ修繕等で４８万３０００円が支払われている。
	なお，平成２４年度の指定管理料５８１４万３０００円は，募集時に市が設定した上限額である。
	(ｵ)　基本協定書第９条では，「管理運営業務に関するリスク分担は，別紙Ⅰ「リスク分担表」のとおりとする。」とされている。このリスク分担表については、総論で述べたとおり，市と指定管理者との間の責任範囲・分担をかえって不明確にするおそれが高い。本施設については，下の問題点としては取り上げていないが，当該「リスク分担表」は，協定書に添付すべきではないと考える。
	(ｶ)　基本協定書第２０条では，指定管理者は，毎年度終了後，プラザの効果的かつ効率的な管理及びサービスの向上の観点から，管理運営の実施状況等について，自己評価を実施し，当該事故評価の結果を記載した書面を事業報告書とともに市に提出することとされており，本監査においても評価書の提出を確認した。
	空白ページ
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	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。１期目（平成１８年度から平成２２年度）は，非公募で（財）福岡市森と緑のまちづくり協会が選定されていたが，同協会は，平成２０年度の福岡市第２次外郭団体改革実行計画において，「事業やあり方について検討する団体」とされていた。２期目（平成２３年度から平成２７年度）は，公募により，（一財）福岡市市民の森協会が選定されている。
	(ｲ)　指定管理者の具体的業務内容は次のとおりである。
	警備業務，委託業務，遊具施設保守点検業務，電気保安業務，ごみ収集運搬業務等の業務の一部は業者へ再委託されている。
	環境啓発事業として，平成２４年度は，野鳥観察会，ハイキング，沢のいきものウォッチング，昆虫観察会，キノコ観察会，森を育てる会ボランティア体験講座等が実施されている。
	また，各種イベントも実施されており，平成２４年度は，市民の森については，宿泊キャンプ（参加者１２２９名），秋の母娘オリエンテーリング大会（参加者１８８名），油山市民の森スケッチ大会（参加２２８点）等が開催され，自然観察の森については，新緑の油山自然かんさつハイキング（参加者６５名），ゴールデンウィーク野鳥観察会（参加者４９名），春の油山自然かんさつハイキング（参加者４３名）等が開催されている。
	平成２４年度における入山者数は１７万８０２６人である。
	なお，この入山者数は徒歩入山者数と車両入山者数の合計であり，それぞれ次のように算出されている。
	徒歩入山者数＝①料金所入山者数（実数）＋②料金所以外入山者数（①の約２倍）＋③宿泊キャンプ者数（実数）＋④牧場経由入山者数（牧場入場者の１割）
	車両入山者数＝①有料普通車両利用入山者数（普通車両台数の４倍）＋②有料中・大型車両利用入山者数（中・大型車両利用者実数）＋③無料車両利用入山者数（実人数）＋④バイク利用入山者数（台数の１．５倍）＋⑤臨時バス利用入山者数（西鉄バスからの利用者数の３分の１）
	(ｳ)　指定管理料９５３０万円については，指定管理者が資金計画表を提出し，同計画に基づく請求に基づいて支払うとされている（実施協定書第４条）。
	修繕についてはあらかじめ市と協議することになっており，軽微な修繕，緊急を要する場合は，協議不要とされている（基本協定書第８条第１項）。費用負担についての定めはないが，担当課によると，１件１０万円以下の修繕については，指定管理者の負担となるとのことである。指定管理料には，修繕費として７５万円が見込まれているが，実際の修繕費との精算はなされていない。
	なお，本指定管理者を公募する際に指定管理料の精算は行わないことを前提としていたため，現指定期間中に取り扱いを変更することは難しいとのことである。
	購入備品は，指定管理者に帰属し，指定管理期間が終了した場合には市に寄贈される予定となっているとのことである。かかる取り扱いについては，実施協定書別紙１「福岡市油山市民の森の指定管理者が行う管理運営業務の細目」第９項「物品の保守管理業務に関すること」において、「本市の管理経費により購入した物品の所有権は，指定管理者に帰属するが，指定管理期間が終了した場合，本市へ返還するものとする。」と規定されている。指定管理者が「所有」している備品を，市に「返還」はできないことから，かかる取り扱いを続けるのであ...
	(ｴ)　基本協定書第９条では，「管理運営業務に関するリスク分担は，別紙１のとおりとする。」とされている。このリスク分担表については、総論で述べたとおり，市と指定管理者との間の責任範囲・分担をかえって不明確にするおそれが高い。本施設については，下の問題点としては取り上げていないが，当該「リスク分担表」は，協定書に添付すべきではないと考える。
	(ｵ)　本施設がもともと市民からの寄付によって設立されたという経緯もあり，年に１度，「福岡市油山市民の森運営協議会」が開催され，事業報告等がなされている。平成２４年度は平成２５年２月１９日に開催された。
	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。１期目（平成１８年度から平成２２年度）は，非公募で（財）福岡市森と緑のまちづくり協会が選定されていたが，同協会は，平成２０年度の福岡市第２次外郭団体改革実行計画において，「事業やあり方について検討する団体」とされていた。２期目（平成２３年度から平成２７年度）は，公募により，西部ガス・ファイブ共同事業体が選定されている。
	(ｲ)　指定管理者の具体的業務内容は次のとおりである。
	自家用電気工作物保安管理，水質検査，一般廃棄物運搬処理は業者へ再委託されている。
	なお，指定管理料については今後も削減が予定されており，燃料費のかさむ温室の取り扱いを含め，次期公募時には本施設事業の見直しをすることが検討されているとのことである。
	(ｳ)　指定管理料１億１００万円については，指定管理者が資金計画表を提出し，同計画に基づく請求に基づいて支払うとされている（実施協定書第４条）。
	事業報告書によると，平成２４年度の収支決算は２万９３８１円のプラスとなっているが，自主事業とその他（収穫物販売等）を除いて収支を計算すると，２１０万７２０５円のプラスとなる。
	修繕についてはあらかじめ市と協議することになっており，軽微な修繕，緊急を要する場合は，協議不要とされている（基本協定書第８条第１項）。費用負担についての定めはないが，担当課によると，１件１０万円以下の修繕については，指定管理者の負担となるとのことである。指定管理料には，修繕費として３５万８０００円が見込まれているが，実際の修繕費との精算はなされていない。
	なお，本指定管理者を公募する際に指定管理料の精算は行わないことを前提としていたため，現指定期間中に取り扱いを変更することは難しいとのことである。
	購入備品は，指定管理者に帰属し，指定管理期間が終了した場合には市に寄贈される予定となっているとのことであるが，かかる取り扱いについては，実施協定書別紙１「花畑園芸公園の指定管理者が行う管理運営業務の細目」第１４項「物品の保守管理業務に関すること」において、「本市の管理経費により購入した物品の所有権は，指定管理者に帰属するが，指定管理期間が終了した場合，本市へ返還するものとする。」と規定されている。指定管理者が「所有」している備品を，市に「返還」はできないことから，かかる取り扱いを続けるのであれ...
	(ｴ)　本施設で収穫される果実類（みかん，栗，桃，ぶどう，キウィ等）については，市と指定管理者との間で売買契約が結ばれている。売渡価格は，１級品であれば，引渡日の前週の福岡市中央卸売市場の平均価格に７０パーセントを乗じた価格とされ，２級品は１級品の単価の５０パーセント，３級品は２級品の単価の５０パーセントとされている。
	本施設の指定管理者と選定された場合にかかる売買契約を結ぶことを，指定管理者募集の段階で条件としているとのことである。
	指定管理者はこれら買い取った果実類を独自に売却することとなるが，民間の小売業者への影響を考慮し，来訪者に売ることを原則としているとのことである。担当課によると，平成２４年度の収穫物買取額は２９０万２１８７円であり，これに対する販売による収入は５４８万５０１２円とのことである。
	(ｵ)　自主事業として，農園芸の普及・体験の場として開催されている，野菜・果物・花卉類から庭木の栽培，手入れ，病害虫の対応などの「園芸講座」・「農園芸実習」を始め，「バルーンアート教室」や「しめ縄づくり教室」「コンニャクの作り方教室」が開催されている。
	事業報告書によると，自主事業による収入は７０万２３５０円（予算２０万５０００円），支出は１２４万５１４０円（予算６７万２０００円）である。
	(ｶ)　基本協定書第９条では，「管理運営業務に関するリスク分担は，別紙１のとおりとする。」とされている。このリスク分担表については、総論で述べたとおり，市と指定管理者との間の責任範囲・分担をかえって不明確にするおそれが高い。本施設については，下の問題点としては取り上げていないが，当該「リスク分担表」は，協定書に添付すべきではないと考える。
	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。１期目（平成１８年度から平成２２年度）は，非公募で（財）福岡市森と緑のまちづくり協会が選定されていたが，同協会は，平成２０年度の福岡市第２次外郭団体改革実行計画において，「事業やあり方について検討する団体」とされていた。２期目（平成２３年度から平成２７年度）は，公募により，九州林産（株）が選定されている。
	(ｲ)　指定管理者の具体的業務内容は次のとおりである。
	建物設備管理（清掃業務，法定点検業務），警備業務（機械警備，巡回警備，常駐警備），緑地維持管理（ゴミ搬出，下草刈り管理，芝生管理，樹木剪定）は業者へ再委託されている。
	利用者サービスの質を確保するために次のような取組みがなされている。
	(ｳ)　指定管理料４４９０万円については，指定管理者が資金計画表を提出し，同計画に基づく請求に基づいて支払うとされている（実施協定書第４条）。平成２４年度は，毎月３５２万１０００円から４１８万９０００円が支払われている。
	修繕についてはあらかじめ市と協議することになっており，軽微な修繕，緊急を要する場合は，協議不要とされている（基本協定書第８条第１項）。費用負担についての定めはないが，担当課によると，１件１０万円以下の修繕については，指定管理者の負担となるとのことである。指定管理料には，修繕費として２１万７０００円が見込まれているが，実際の修繕費との精算はなされていない。
	なお，本指定管理者を公募する際に指定管理料の精算は行わないことを前提としていたため，現指定期間中に取り扱いを変更することは難しいとのことである。
	購入備品は，指定管理者に帰属し，指定管理期間が終了した場合には市に寄贈される予定となっているとのことであるが，かかる取り扱いが協定書等に定められているわけではない。
	担当課によると，市の財政状況から指定管理料は削減の方向にあり，３期目については，施設の老朽化の状態や利用状態を考慮し，施設の停止も含めて検討するとのことであった。
	(ｴ)　指定管理者が行った自主事業は，次のとおりである。
	(ｵ)　基本協定書第９条では，「管理運営業務に関するリスク分担は，別紙１のとおりとする。」とされている。このリスク分担表については、総論で述べたとおり，市と指定管理者との間の責任範囲・分担をかえって不明確にするおそれが高い。本施設については，下の問題点としては取り上げていないが，当該「リスク分担表」は，協定書に添付すべきではないと考える。
	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。１期目（平成１８年度から平成２２年度）は，非公募で（財）福岡市森と緑のまちづくり協会が選定されていたが，同協会は，平成２０年度の福岡市第２次外郭団体改革実行計画において，「事業やあり方について検討する団体」とされていた。２期目（平成２３年度から平成２７年度）は，公募により，ふれあい・よか農園メンテナンスグループが選定されている。
	(ｲ)　指定管理者の具体的業務内容は次のとおりである。
	警備，建物清掃，空調設備保守点検，散水設備保守点検，エレベータ保守点検，消防設備保守点検，自動扉保守点検は業者へ再委託されている。
	体験農園利用者数は目標１万４２２０人に対して２万６２１人，公園利用者数は目標２万７８００人に対して３万２１６人であった。
	(ｳ)　指定管理料２５２８万円については，指定管理者が資金計画表を提出し，同計画に基づく請求に基づいて支払うとされている（実施協定書第４条）。平成２４年度は，毎月１７５万円から２８０万円が支払われている。
	修繕についてはあらかじめ市と協議することになっており，軽微な修繕，緊急を要する場合は，協議不要とされている（基本協定書第８条第１項）。費用負担についての定めはないが，担当課によると，１件１０万円以下の修繕については，指定管理者の負担となるとのことである。指定管理料には，修繕費として５万８０００円が見込まれているが，実際の修繕費との精算はなされていない。
	なお，本指定管理者を公募する際に指定管理料の精算は行わないことを前提としていたため，現指定期間中に取り扱いを変更することは難しいとのことである。
	購入備品は，指定管理者に帰属し，指定管理期間が終了した場合には市に寄贈される予定となっているとのことであるが，かかる取り扱いが協定書等に定められているわけではない。
	(ｴ)　指定管理者が行った自主事業は，次のとおりである。
	(ｵ)　基本協定書第９条では，「管理運営業務に関するリスク分担は，別紙１のとおりとする。」とされている。このリスク分担表については、総論で述べたとおり，市と指定管理者との間の責任範囲・分担をかえって不明確にするおそれが高い。本施設については，下の問題点としては取り上げていないが，当該「リスク分担表」は，協定書に添付すべきではないと考える。
	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。１期目（平成１８年度から平成２２年度）は，非公募で（財）福岡市森と緑のまちづくり協会が選定されていたが，同協会は，平成２０年度の福岡市第２次外郭団体改革実行計画において，「事業やあり方について検討する団体」とされていた。２期目（平成２３年度から平成２５年度）は，非公募により（一社）福岡市乳牛育成協会が選定されている。
	(ｲ)　指定管理者の具体的業務内容は，次のとおりである。
	警備等業務，交通整理・駐車場警備業務，建物清掃業務，給水設備清掃等業務，下水道施設保守点検及び清掃業務等業務の一部は業者へ再委託されている。
	なお，担当課によると，雌仔牛の預託等数は減ってきており,背振牧場についてはその利用を停止することが検討されているとのことである。
	(ｳ)　指定管理料１億８７３０万７０００円については，指定管理者が資金計画表を提出し，同計画に基づく請求に基づいて支払うとされている（実施協定書第６条）。
	基本協定書第３０条では，「管理運営業務のうち，市が指定する単価契約業務に係る指定管理料について，会計年度終了時に余剰金が生じた場合は，市の指示に従い速やかに返還するものとする。」とされている。市が指定する単価契約業務としては，展示家畜飼養管理業務として，搾乳牛，仔牛，緬羊，山羊，馬，家禽の基準頭数，搾乳体験，夜間巡視の回数，生乳検査料と搾乳牛検便検査料の本数が定められている他，畜産加工研修施設運営業務として，牛乳，アイスクリーム，生クリーム，バターの数量等，また交通整理・駐車場警備業務として交...
	修繕についてはあらかじめ市と協議することになっており，軽微な修繕，緊急を要する場合は，協議不要とされている（基本協定書第８条第１項）。費用負担についての定めはないが，担当課によると，１件３０万円以下の修繕については，指定管理者の負担となるとのことである。指定管理料には，修繕費として４９３万５０００円が見込まれていたが，実際の修繕費４５７万４７０８円との精算はなされていない。
	購入備品は，担当課によると，市の所有に帰属するとのことだが，協定書等にはその旨の規定が欠けている。
	なお，平成２５年度からは，修繕及び備品について，指定管理料に含めて概算払いとし，年度末に精算を行なう取り扱いに変更されている。
	(ｴ)　本施設については，年に１度「油山牧場運営協議会」が開催されており，平成２４年度は７月２日に開催されている。議事録を確認したところ，施設運営，市民サービスについて具体的かつ面白いアイディア，助言がなされていた。広く意見を募る機会を定期的に設けている点は評価できる。今後の管理に活かすべきところは，ぜひ活かしてもらいたい。
	(ｵ)　基本協定書第９条では，「管理運営業務に関するリスク分担は，別紙１のとおりとする。」とされている。このリスク分担表については、総論で述べたとおり，市と指定管理者との間の責任範囲・分担をかえって不明確にするおそれが高い。本施設については，下の問題点としては取り上げていないが，当該「リスク分担表」は，協定書に添付すべきではないと考える。
	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。1期目（平成１８年度から平成２０年度），２期目（平成２１年度から平成２３年度），３期目（平成２４年度）ともに，非公募により（財）福岡市海づり公園管理協会が選定されている。
	(ｲ)　指定管理者の具体的業務内容は，海づり公園施設の維持管理，海づり公園の秩序維持，利用者の安全確保，利用者への釣り指導，各種イベントの開催,利用料金の徴収,減免,還付等である。
	警備業務及び清掃業務は業者へ再委託されている。
	(ｳ)　指定管理料は,「管理運営に係る経費から利用料金収入を差し引いた額」（基本協定書第２４条第１項）で,「各年度ごとに定めることとし,原則として額の変更・精算は行わない」（同条第２項）とされており，担当課によると，今後も変更は予定していないとのことである。
	平成２４年度については，平成２４年度の管理運営に係る経費（指定管理者が立てた見込み）から,平成２３年度と同額の平成２４年度利用料金収入（どちらも指定管理者が立てた見込み）を差し引いた額となっており，内訳は次のとおりである。
	なお，平成２５年度からは，利用料金収入の算出について，過去５年の実績から一番高い金額と一番低い金額を除いた利用料金平均を使って算出するように改めたとのことである。
	【管理運営に係る経費】   単位：千円
	【収入】   単位：千円（端数切捨て）
	【差額（指定管理料）】   　　35,276千円
	指定管理料３５２７万６０００円については，指定管理者が資金計画を提出し，同計画に基づく請求に基づいて支払うとされている（実施協定書第４条）。
	修繕についてはあらかじめ市と協議することになっており，軽微な修繕，緊急を要する場合は，協議不要とされている（基本協定書第８条第２項）。費用負担についての定めはないが，担当課によると，施設の躯体にかかる修繕は市，付帯施設の修繕は指定管理者の負担となる（ただし，金額によっては付帯施設の修繕についても協議により市の負担となることもある。）とのことである。指定管理料算定においては１５０万６０００円が見込まれているが，実際の修繕費５９万７７６９円との精算はなされていないし今後も精算をする予定はないとのこ...
	購入備品は，担当課によると，指定管理者に帰属するとのことだが，協定書等にはその旨の規定が欠けている。
	(ｴ)　本施設は老朽化が進んでおり,修繕工事費としての市の支出が年々増えている状況にある。
	平成２４年度は,桟橋補修工事（６３０万円）,塗装修繕工事（４８８万４０００円）,鋼管杭被覆防食補修工事（４６２万円）,手摺改良工事（計２８０万３５００円）等で合計１９０７万４７５０円の修繕工事費が支出されている。
	なお，平成２５年度は，桟橋桁材舗装工事（７７０万円）,桟橋鋼管杭被覆防食工事（６１４万円）,エキスパンドメタル取替工事（４００万円）,管理事務所屋根改修工事（３６７万１０００円）,手摺改良工事（３０１万円）の合計２４５２万１０００円の支出が予定されている。
	(ｵ)　平成２４年度の利用者数は，７万１４１５名である。釣り大会（５回開催，参加人数２２７人）や釣り教室（１０回開催，参加人数２２４人）といったイベントも開催されている。
	自主事業として，海洋釣堀の活魚販売（販売尾数タイ１７８２尾，アジ２３４５尾）を行う他，便益事業として，福岡市漁業協同組合に対し，売店と自動販売機の運営を委託している。便益事業においては，売上の５パーセントが指定管理者の収入となっている。
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	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。１期目（平成１８年度から平成２０年度）は，公募によりマリゾン・博多湾環境整備共同事業体が選定され，２期目（平成２１年度から平成２５年度）は公募によりマリゾン・博多湾環境整備共同事業体が選定されている。
	(ｲ)　指定管理者が行なう業務については，「福岡市海浜公園管理運営業務仕様書」において次の通り定められている。
	①　管理運営業務
	②　施設・設備の維持管理業務
	このうち，②に関しては，「福岡市海浜公園維持管理業務標準水準書」が定められ，緑地管理業務，海浜地管理業務，トイレ清掃業務，ゴミ搬出業務，施設警備業務，駐車場管理業務，中央プラザ管理業務，ビーチハウス管理業務，養浜整形業務，海藻撤去業務，夏期対策業務，水質調査業務の別ごとに，内容，業務量，頻度等が定められている。また，本施設は，クロマツ等数万本の植栽を有しているところ，植栽の管理詳細については「福岡市海浜公園植栽管理標準水準書」において、剪定，施肥，害虫防除，間伐，移植，薬剤注入等について頻度等...
	(ｳ)　本施設の入場者数は百道浜地区の概算で次のように推移している。なお，入場者数は，百道浜地区エントランスに設置されたカウンター数の２分の１の数と，駐車場利用台数に２を乗じた数との合計数となっている。
	「福岡市海浜公園管理運営業務仕様書」では，管理事務所業務（管理運営業務に含まれる。）として，市民やボランティア等との協働事業の推進が挙げられているところ，姪友会「精霊流し・花火大会」（参加人数約１万人），福岡県ウォーキング協会「シティウォーク」（同３５００人），ＮＰＯ法人マリゾンビーチスポーツクラブ「ビーチスポーツフェスタ２０１２」（同１０００人），ＦＢＳ福岡放送「全国高等学校クイズ選手権」（同），福岡市スポーツ振興事業団「サンカップビーチバレー２０１２」（同），姪浜中学校「姪浜中学校持久走・...
	(ｴ)　本施設の利用料金は，指定管理者が収受し，指定管理者の収入とされている（基本協定書第４条第１項）。
	指定管理料については指定管理者の提出する年度資金計画書に基づき，毎月支払われることとなっており（実施協定書第４条），平成２４年度は指定管理料が１億７４３０万円で，毎月９００万円から２５００万円が支払われた。備品購入，備品の修繕費用も指定管理料に含まれているが，精算は行われていない。
	もっとも，３期目については，１０万円未満の修繕費については，指定管理料の中に一定額（４２０万円。平成２１年度から平成２４年度実績の平均額。）が見込まれており，毎年度事業終了後に精算し，余剰は市へ返納することとされ，不足が生じた場合の追加支給はないとの取扱いに変更がなされているとのことである。
	また，購入備品の取扱いについては定めがなかったが，３期目については，備品の所有権は指定管理者に帰属するとの取扱いに変更されている。かかる取り扱いとした場合，次期指定管理者へ引き継ぎがなされず新たに備品を購入することになるのではないかとの懸念があるが，担当課からは，募集要項において指定期間満了時に次期指定管理者へ引き継ぐものとしているため，問題にならないと考えているとの説明があった。
	収支の状況は次のとおりである。
	【収入】
	【支出】
	その他の収入の内訳は，スクラップ処理売上１０万６００円，サービス件売上差額２１万３３００円，普通預金利息５６５８円である。
	その他の支出には，中央プラザ駐車場整備工事費６８２万５０００円，百道浜西危険物除去費用８７万２５５０円，オイルフェンス設置撤去費用７０万１９７２円が含まれている。これらは，指定管理者において必要性が高いと判断し，市の同意を得て指定管理者の収益の中から実施することになったとのことである。
	(ｵ)　基本協定書第９条では，「管理運営業務に関するリスク分担は，別紙２「リスク分担表」のとおりとする。」とされている。このリスク分担表については、総論で述べたとおり，市と指定管理者との間の責任範囲・分担をかえって不明確にするおそれが高い。本施設については，下の問題点としては取り上げていないが，当該「リスク分担表」は，協定書に添付すべきではないと考える。
	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。１期目（平成１８年度から平成２０年度）は，公募により（特非）福岡セーリング協会が選定され，２期目（平成２１年度から平成２５年度）は公募により（特非）福岡セーリング協会が選定されている。
	２期目については，公募しながら応募団体が（特非）福岡セーリング協会しかなかったという状況だが，この点について，担当課からは，ヨットハーバーの管理は専門性が高く，また現状では民間団体参入を考えるほどの利益もないと判断され，応募がなかったものと考えている旨の説明があった。
	(ｲ)　指定管理者が行なう業務については，「福岡市ヨットハーバー管理運営業務仕様書」において次の通り定められている。
	①　管理運営業務
	②　施設・設備の維持管理業務
	③　事業の実施
	このうち，②に関して，屋外清掃業務（一部），屋内清掃業務，駐車場管理業務，設備保守点検業務（消防設備，自家用電気工作物，揚降施設，受水槽清掃点検，浮桟橋の吃水調整）と植栽管理業務が業者へ再委託されている。
	なお，③に関し，「各種自主事業の企画，開催」が盛り込まれていたことから，その趣旨を担当課に確認したところ，自主事業と本来事業の捉え方に誤解があったようである。平成２５年度からは，これらを検討して，本来業務に入れるべきものはそのように整理したとのことである。
	(ｳ)　ヨットハーバーの利用状況は，浮桟橋１６５５隻（月平均１３８隻），艇置場１２７９隻（月平均１０７隻）であり，浮桟橋の利用は収容可能定数の７割を超えているが，艇置場は３割にとどまっている。ヨットハーバーの利用料金は，艇置場（一時利用）で１隻１日につき５９０円，浮桟橋（一時利用）で１隻１日につき２０００円から４７００円（艇長によって異なる），揚降施設（揚艇又は降艇１回につき）８８２０円，シャワー１回（３分間）につき１００円などとなっている。なお，艇置場及び浮桟橋の一時利用とは，利用期間が１５日以...
	ヨット教室は，市民向け，少年少女向けなど３６回開催され，６４７人が参加している。
	また，全日本歯科学生ヨットレース，九州４７０−スナイプ選手権，Ｊ／２４全日本選手権大会等の行事も７１回開催され，参加隻数が２００２，参加人員は１万２８０８人であった。
	利用者・見学者を合わせた延べ入場者数は，６万３４５０人である。
	(ｴ)　本施設の利用料金は，指定管理者が収受し，指定管理者の収入とされている（基本協定書第４条第１項）。
	指定管理料については指定管理者の提出する年度資金計画書に基づき，毎月支払われることとなっており（実施協定書第４条），平成２４年度は指定管理料が５３２４万２０００円であり，月に２４５万５０００円から７３３万３０００円が支払われている。備品購入，備品の修繕費用も指定管理料に含まれているが，精算は行われていない。
	もっとも，３期目については，１０万円未満の修繕費については，指定管理料の中に一定額（２９０万円。平成２１年度から平成２４年度実績の平均額）が見込まれており，毎年度事業終了後に精算し，余剰は市へ返納することとされ，不足が生じた場合の追加支給はないとの取扱いに変更がなされているとのことである。
	購入備品の取扱いについては定めがなかったが，３期目については，備品の所有権は指定管理者に帰属するとの取扱いに変更されている。この点，次期指定管理者への引き継ぎに際し問題とならないかとの懸念があるが，担当課に確認したところ，募集要項において指定期間満了時に次期指定管理者へ引き継ぐものとしているため，問題にはならないとのことであった。
	(ｵ)　基本協定書第９条では，「管理運営業務に関するリスク分担は，別紙２「リスク分担表」のとおりとする。」とされている。このリスク分担表については、総論で述べたとおり，市と指定管理者との間の責任範囲・分担をかえって不明確にするおそれが高い。本施設については，下の問題点としては取り上げていないが，当該「リスク分担表」は，協定書に添付すべきではないと考える。
	しかし， 施設利用者の減による使用料収入の減少や施設の老朽化等による維持管理経費の増加等で，年々財政収支が悪化していることから，平成２２年に実施された「福岡市事業仕分け」では「民間運営が適当」との評価がなされている。また，平成２５年４月に福岡市ヨットハーバー検討委員会が出した提言書では，施設の管理運営について，「一括貸付」又は「貸付・売却併用方式」により民間事業者が管理する，福岡市ヨットハーバー条例を廃止し，公の施設から普通財産へ切り替えるといった提言も出されている。
	そこで，本施設のあり方に関し見直しをしないのか問うたところ，担当課からは，次の回答を得た。
	公の施設の必要性も，社会状況及びそれを取りまく環境とともに変化していく部分が当然にあると思われる。市において，現在，本施設の必要性といった根本から方針を検討中ということであり，本監査においては，特に意見を述べないこととする。
	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。１期目（平成１８年度から平成２０年度）は，公募により博多港開発株式会社が選定され，２期目（平成２１年度から平成２５年度）は，公募により博多港国際旅客ターミナル運営共同事業体が選定されている。
	(ｲ)　指定管理者が行なう業務については，「博多港国際ターミナル指定管理業務仕様書」に定められており，指定管理業務は次のとおりである。
	・　施設の利用関連業務
	・　設備機器運転業務及び保守管理業務
	・　警備保安業務
	・　清掃業務
	・　環境衛生管理業務
	・　使用料及び利用料金の収納事務
	・　施設及び設備の補修・修繕及び改修業務
	・　その他市と指定管理者の協議により予算の範囲内で指定管理業務に含める業務
	設備機器保守や清掃業務，警備保安業務等，業務の一部は業者へ再委託されている。
	(ｳ)　指定管理料２４００万円については，４半期終了ごとに６００万円ずつ支払うとされている（実施協定書第４条，第５条）。平成２２年度に２１００万円だった指定管理料が，平成２３年度から２４００万円に増額されたのは，駐車場等の増設に伴い管理区域が広がったためとのことである。もっとも，３期目の募集においては，利用料金収入と管理経費等を再設計し，上限が２１００万円に設定されている。
	１件１０万円以上の修繕や改修にかかる費用については，１２６３万円を限度とし，指定管理者が実施した修繕等の事業費に応じて支払うこととなっており，指定管理者は，４半期ごとに実績報告書を提出して請求する（基本協定書第３２条，実施協定書第６条，第７条）。その際，指定管理者は５パーセントを諸経費として請求できることになっている（実施協定書第７条第３項）。１０万円未満のものについては指定管理者の負担となる。
	なお，３期目（平成２６年度から平成３１年度）については，１０万円未満の修繕費については，指定管理料の中に一定額（５５０万円。平成２１年度から平成２４年度実績の平均額）が見込まれており，毎年度事業終了後に精算し，余剰は市へ返納することとされているが，不足が生じた場合の追加支給はないとの取扱いに変更がなされている。
	購入備品については，基本協定書第２０条で，市の所有に帰属するとされているが，３期目については，備品の所有権は指定管理者に帰属するとの取扱いに変更されている。次期指定者への引き継ぎに際し問題とならないかとの懸念があるが，担当課によると，募集要項において指定期間満了時に次期指定管理者へ引き継ぐものとしており，問題にはならないと考えているとのことであった。
	(ｴ)　事業報告書は，簡潔かつ分かりやすくまとめられているという印象であった。
	指定管理事業については営業損益１９３９万円（対予算プラス１４６５万１０００円），自主事業については営業損益５８６万８０００円（対予算マイナス２３５３万２０００円）であり，指定管理事業と自主事業を合わせた利益は合計２５２５万８０００円（対予算マイナス８８８万１０００円）となっている。指定管理事業の営業損益は，経費削減に努めた結果と思われる。水光熱費が予算から５５４万４０００円減，空調機保守委託費が予算から１１９万７０００円減，清掃・環境衛生管理委託費が予算から１１９万４０００円減となっていた。
	また，担当課によると，指定管理者は，毎年度調査員を入れてのサービス調査（整理・整頓・清掃・清潔，販売応対，改札応対，電話応対）を行っているとのことである。平成２２年度に行われた調査の報告書を確認したが，客観的資料として非常に参考になると感じた。
	(ｵ)　基本協定書第１２条では，「指定管理業務に関するリスク分担は，別紙リスク分担表のとおりとする。」とされている。このリスク分担表については、総論で述べたとおり，市と指定管理者との間の責任範囲・分担をかえって不明確にするおそれが高い。本施設については，下の問題点としては取り上げていないが，当該「リスク分担表」は，協定書に添付すべきではないと考える。
	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。１期目（平成１８年度から平成２０年度），２期目（平成２１年度から平成２５年度）共に，非公募により博多港ふ頭（株）が選定されている。
	(ｲ)　指定管理者が行なう業務については，「博多港港湾施設指定管理業務仕様書」において運営業務と維持管理業務の別に定められている。
	運営業務とは，施設の利用関連業務（ふ頭サービス情報業務，施設案内業務，利用促進業務，利用許可等に関する業務，利用の規制に関する業務等），使用料等の収納業務，使用料未納者への督促等補助業務，岸壁利用者に対する役務の提供等である。
	維持管理業務とは，本施設の維持管理に関する業務であり，博多港国際ＶＨＦ無線電話通信業務及び船舶見張り業務，港湾監視レーダーシステム等賃貸借業務，風向風速計通信業務，清掃業務等多岐にわたっており，個々の業務内容についてはそれぞれ特記仕様書ないし設計書の定めがある。
	清掃業務や消防設備保守点検業務等，業務の一部は業者へ再委託されている。
	(ｳ)　指定管理料については，４億７６９２万９９５０円を限度として払うとされており（実施協定書第５条第１項），その内訳は次のとおりである（同条第２項，別紙５）。
	指定管理料は，指定管理者が毎月資金計画書を提出し，その請求により概算払いで毎月払われることになっている。平成２４年度については，毎月５１２万２３３０円から３３４１万５３４１円が支払われていた。
	指定管理料は，人件費及び管理事業費Ａを除いて精算するものとされており（実施協定書第７条第２項），精算は年度末に行われている。
	事業費の区分は次のとおりである（実施協定書第７条第２項なお書，別紙６）。管理事業Ａとは，年度当初に年間契約による再委託を行なうなど業務費のある程度予測がつく事業であり，管理事業費Ｂは，再委託初年度で実績がない事業や，修繕など業務費が予測しにくく，場合によっては精算が必要な事業とのことである。会計に関しては，市が「一般会計（一般）」と「港湾整備事業特別会計（特会）」の２つの会計区分より指定管理料を支払っているとのことである。
	諸経費とは，人件費と管理事業費Ｂの５パーセントであり，これが指定管理者の利益部分となっているとのことである。
	(ｴ)　基本協定書第８条では，「管理運営業務に関するリスク分担は，別紙１「リスク分担表」のとおりとする。」とされている。このリスク分担表については、総論で述べたとおり，市と指定管理者との間の責任範囲・分担をかえって不明確にするおそれが高い。本施設については，下の問題点としては取り上げていないが，当該「リスク分担表」は，協定書に添付すべきではないと考える。
	(ｱ)　本施設は，指定管理制度導入以前は，管理委託で博多港ふ頭（株）による管理運営が行われていた。当時，港湾施設の管理委託は全国的にも珍しかったが，平成６年度当初の香椎パークポートコンテナターミナルの供用開始に伴い，香椎パークポートコンテナターミナル及び箱崎ふ頭コンテナターミナル等の管理運営委託後，港湾施設の管理運営に関するノウハウの蓄積が認められたことから，効率的な港湾施設の管理運営を行なうことにより経費節減を図るとともに，博多港のサービス水準向上を図り博多港の発展に資するため，平成８年度から全...
	指定管理制度については，平成１５年の地方自治法改正によりそれまでの管理委託制度が廃止されたために採用されたものであり，指定管理を導入したことによる新たな効果というものはないようである。
	(ｲ)　ところで，本施設の指定業務は，「港湾施設」の管理という点での特殊性はあるとしても，上述した業務からして，まさに「施設の管理」である。指定管理者選定委員会における，担当課からの「企画業務は港営課が行い，実務的な部分は全て博多港ふ頭（株）にお願いしている」旨の説明からも分かるように，本施設に関する博多港ふ頭（株）の業務は，特に指定管理制度をとらずとも，業務委託で良いように思われるところである。
	また，指定管理制度の目的には「経費節減」が挙げられるが,本施設については下に述べる通り,指定管理者には経費削減のモチベーションが生じる余地がないと思われるところである。
	さらに，港湾区域に，市の施設（公の施設）と，国の所有する施設があることから，指定管理制度の対象となっている施設と業務委託で管理されている施設が混在する状況となっており，そのため，本指定管理対象施設について，市が結局どれだけの支出をしているかを把握することもできない。
	むしろ，本施設については業務委託とすることによって，対象施設や対象区域毎に費用等を把握し，場合によっては，一部施設について博多港ふ頭（株）の管理から外し他の民間業者に任せた方が（再委託ではなく市からの直接の委託とする等），経費節減や効率的な管理運営につながる可能性もあるところである。
	そこで，本施設については，指定管理とする必要性，相当性について，再度検討するよう求めることとした。
	なお，担当課によると，緑地については指定管理対象施設から外し,業務委託とすることを既に検討しているとのことである。
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	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。１期目（平成１８年度から平成２０年度），２期目（平成２１年度から平成２３年度），３期目（平成２４年度から平成２６年度）のすべてで，非公募により（公財）福岡市防災協会が選定されている。なお，（財）福岡市防災協会については，平成２０年度の第２次外郭団体改革実行計画において，「事業内容等の見直しとともに，経営改善を行なう団体」とされていたものであり，改革の一環として，平成２５年の公益財団法人化がなされたものである。
	３期目については，「指定管理者選定は公募でやるべき」との市の方針の下，当初公募予定としたものの，福岡市民防災センターの業務が高度な専門性を要する特殊な事業であること，福岡市内の民間業者に対するモニタリングの結果，防災教育は民間では難しく，いずれも応募の意思がなかったこと，防災教育は行政がやるべきものではないかとの意見であったことから非公募としたという経緯がある。
	(ｲ)　指定管理者が行なう業務については，「福岡市民防災センター管理運営業務仕様書」において次のような業務が定められている。
	・　防災に関する教育，訓練，指導，相談等に関する業務
	・　防災に関する講習会等の開催に関する業務
	・　防災用資機材及び災害救援物資の備蓄及び供給に関する業務
	・　センターの利用の制限に関する業務
	・　センターの施設，付属設備，図書，資料等の維持及び修繕に関する業務
	庁舎清掃や来館受付，案内業務，空調機保守業務等，業務の一部は業者へ再委託されている。
	(ｳ)　指定管理料については，１億６５１５万９０００円が概算払いで払うとされており（実施協定書第５条第１項，同第２項），平成２４年度は，「委託契約料月別内訳表」に基づき，毎月１２３１万円から２１０３万円が支払われている。
	指定管理料の内訳は次のとおりであり，指定管理者が実績と照らしあわせて作成した計画に基づく。
	単位：千円
	会議費とは理事会等の開催費用（お茶代，菓子代）年２回であり，使用料及び賃借料とは機器のリース料である。交際費は関係団体の会議や意見交換会の費用であり，食料費は来賓用お茶代である。諸経費は時間外手当である。
	指定管理料は，業務終了後，人件費も含めて精算するものとされており（実施協定書第５条第３項），平成２４年度は１１９０万７８０４円が返還されている。
	(ｴ)　平成２４年度の開館実日数は３０３日であり，入館者数は１２万１５２４人であった。
	防災教育事業として，出産予定者や１歳未満の子を持つ保護者を対象にした「新米パパ・ママ応急手当講習」を３０回（受講者２３１家族，４３８人），市内の幼稚園や保育園を対象にした「園児防火教室」や市民を対象とした「防災出前講座」を２８６回（参加者１万８０５２人），女性防火クラブや離島の中学生防火クラブ等を対象にした防火訓練を１６回（参加者２５８人）実施している。
	火災予防広報事業としては，春と秋の火災予防運動に伴うイベントの共催や，市内各種主要施設等における防災に関する展示等（７回，延べ５５日間）を行っており，火災予防啓発用チラシ・ポスター・パンフレット等も１４万３２５０部作成している。
	指定管理業務である講習事業としては，防火管理資格取得講習，防災管理資格取得講習，防火管理者再講習，防火・防災管理業務の一部受託法人等の教育担当者講習，自衛消防業務新規講習，自衛消防業務追加講習が行われている。
	(ｵ)　基本協定書第１２条では，「本業務に関するリスク分担は，別紙２「福岡市民防災センター管理運営業務リスク分担表」のとおりとする。」とされている。このリスク分担表については、総論で述べたとおり，市と指定管理者との間の責任範囲・分担をかえって不明確にするおそれが高い。本施設については，下の問題点としては取り上げていないが，当該「リスク分担表」は，協定書に添付すべきではないと考える。
	(ｱ)　本施設は，指定管理制度導入以前から，管理委託で（財）防災協会による管理運営が行われており，指定管理制度を導入後も，管理運営状況に特段の変化はないとのことである。担当課によると，平成１８年度当初，本施設については指定管理者制度には合わないのではないかとの意見もあったが，市の方針も踏まえ指定管理者制度を導入することが決定されたとのことであった。
	(ｲ)　しかし，市の職員が１２名も派遣されているという実体からは，指定管理者に本施設の管理を任せているとは言い難い。
	指定管理料全額が概算払いとされ，年度末にすべての費目が精算対象とされるというのも，指定管理者に経費削減等のモチベーションが生じる余地がなく，また，非公募による選定が行われていることから，指定管理者の経営努力や競争による「住民サービスの向上と経費節減・収益性向上効果」が生じることは期待しがたいところである。
	本施設に関しては，指定管理制度を導入しているとの外観を取りながら，その実は，指定管理制度にそぐわない運用がなされていると言わざるを得ない。
	(ｳ)　もっとも，本施設の業務が高度な専門性を要する特殊な事業であること，市場調査においても指定管理者に応募する意思のある団体が見当たらなかっただけでなく，民間に任せるような仕事ではないとの意見まで聞かれたという現状に鑑みれば，本施設については，指定管理制度ではなく，むしろ市の直営で管理することを検討すべきであると思われた。
	かかる指摘に対しては，担当課からも，このまま指定管理制度を推し進めることに難しさを感じているとの回答であったところ，平成２６年３月７日，本施設について，（公財）防災協会を解散し，平成２７年度から市の直営とするとの方針が明らかとされた。そのため，本監査報告書においては，管理のあり方に対する意見を付していない。
	なお，本施設に関しては，（すべて概算払いであるとは言え）指定管理料の積算根拠（積算方法）が曖昧であること（実績と事業計画がいかに反映されたものかが判然としない。），指定管理者選定委員会第１回が非公開とされたこと等不適切な運用が見られたが，管理を直営に変更するという状況にあることを踏まえ，これらの点についても本監査報告書において意見を付さないこととした。
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	参考資料　1　公の施設一覧表
	参考資料　2　指定管理者の指定の手続等に関する要綱
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	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。１期目（平成１８年度から平成２２年度）は，非公募で（財）福岡市森と緑のまちづくり協会が選定されていたが，同協会は，平成２０年度の福岡市第２次外郭団体改革実行計画において，「事業やあり方について検討する団体」とされていた。２期目（平成２３年度から平成２７年度）は，公募により，（一財）福岡市市民の森協会が選定されている。
	(ｲ)　指定管理者の具体的業務内容は次のとおりである。
	警備業務，委託業務，遊具施設保守点検業務，電気保安業務，ごみ収集運搬業務等の業務の一部は業者へ再委託されている。
	環境啓発事業として，平成２４年度は，野鳥観察会，ハイキング，沢のいきものウォッチング，昆虫観察会，キノコ観察会，森を育てる会ボランティア体験講座等が実施されている。
	また，各種イベントも実施されており，平成２４年度は，市民の森については，宿泊キャンプ（参加者１２２９名），秋の母娘オリエンテーリング大会（参加者１８８名），油山市民の森スケッチ大会（参加２２８点）等が開催され，自然観察の森については，新緑の油山自然かんさつハイキング（参加者６５名），ゴールデンウィーク野鳥観察会（参加者４９名），春の油山自然かんさつハイキング（参加者４３名）等が開催されている。
	平成２４年度における入山者数は１７万８０２６人である。
	なお，この入山者数は徒歩入山者数と車両入山者数の合計であり，それぞれ次のように算出されている。
	徒歩入山者数＝①料金所入山者数（実数）＋②料金所以外入山者数（①の約２倍）＋③宿泊キャンプ者数（実数）＋④牧場経由入山者数（牧場入場者の１割）
	車両入山者数＝①有料普通車両利用入山者数（普通車両台数の４倍）＋②有料中・大型車両利用入山者数（中・大型車両利用者実数）＋③無料車両利用入山者数（実人数）＋④バイク利用入山者数（台数の１．５倍）＋⑤臨時バス利用入山者数（西鉄バスからの利用者数の３分の１）
	(ｳ)　指定管理料９５３０万円については，指定管理者が資金計画表を提出し，同計画に基づく請求に基づいて支払うとされている（実施協定書第４条）。
	修繕についてはあらかじめ市と協議することになっており，軽微な修繕，緊急を要する場合は，協議不要とされている（基本協定書第８条第１項）。費用負担についての定めはないが，担当課によると，１件１０万円以下の修繕については，指定管理者の負担となるとのことである。指定管理料には，修繕費として７５万円が見込まれているが，実際の修繕費との精算はなされていない。
	なお，本指定管理者を公募する際に指定管理料の精算は行わないことを前提としていたため，現指定期間中に取り扱いを変更することは難しいとのことである。
	購入備品は，指定管理者に帰属し，指定管理期間が終了した場合には市に寄贈される予定となっているとのことである。かかる取り扱いについては，実施協定書別紙１「福岡市油山市民の森の指定管理者が行う管理運営業務の細目」第９項「物品の保守管理業務に関すること」において、「本市の管理経費により購入した物品の所有権は，指定管理者に帰属するが，指定管理期間が終了した場合，本市へ返還するものとする。」と規定されている。指定管理者が「所有」している備品を，市に「返還」はできないことから，かかる取り扱いを続けるのであ...
	(ｴ)　基本協定書第９条では，「管理運営業務に関するリスク分担は，別紙１のとおりとする。」とされている。このリスク分担表については、総論で述べたとおり，市と指定管理者との間の責任範囲・分担をかえって不明確にするおそれが高い。本施設については，下の問題点としては取り上げていないが，当該「リスク分担表」は，協定書に添付すべきではないと考える。
	(ｵ)　本施設がもともと市民からの寄付によって設立されたという経緯もあり，年に１度，「福岡市油山市民の森運営協議会」が開催され，事業報告等がなされている。平成２４年度は平成２５年２月１９日に開催された。
	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。１期目（平成１８年度から平成２２年度）は，非公募で（財）福岡市森と緑のまちづくり協会が選定されていたが，同協会は，平成２０年度の福岡市第２次外郭団体改革実行計画において，「事業やあり方について検討する団体」とされていた。２期目（平成２３年度から平成２７年度）は，公募により，西部ガス・ファイブ共同事業体が選定されている。
	(ｲ)　指定管理者の具体的業務内容は次のとおりである。
	自家用電気工作物保安管理，水質検査，一般廃棄物運搬処理は業者へ再委託されている。
	なお，指定管理料については今後も削減が予定されており，燃料費のかさむ温室の取り扱いを含め，次期公募時には本施設事業の見直しをすることが検討されているとのことである。
	(ｳ)　指定管理料１億１００万円については，指定管理者が資金計画表を提出し，同計画に基づく請求に基づいて支払うとされている（実施協定書第４条）。
	事業報告書によると，平成２４年度の収支決算は２万９３８１円のプラスとなっているが，自主事業とその他（収穫物販売等）を除いて収支を計算すると，２１０万７２０５円のプラスとなる。
	修繕についてはあらかじめ市と協議することになっており，軽微な修繕，緊急を要する場合は，協議不要とされている（基本協定書第８条第１項）。費用負担についての定めはないが，担当課によると，１件１０万円以下の修繕については，指定管理者の負担となるとのことである。指定管理料には，修繕費として３５万８０００円が見込まれているが，実際の修繕費との精算はなされていない。
	なお，本指定管理者を公募する際に指定管理料の精算は行わないことを前提としていたため，現指定期間中に取り扱いを変更することは難しいとのことである。
	購入備品は，指定管理者に帰属し，指定管理期間が終了した場合には市に寄贈される予定となっているとのことであるが，かかる取り扱いについては，実施協定書別紙１「花畑園芸公園の指定管理者が行う管理運営業務の細目」第１４項「物品の保守管理業務に関すること」において、「本市の管理経費により購入した物品の所有権は，指定管理者に帰属するが，指定管理期間が終了した場合，本市へ返還するものとする。」と規定されている。指定管理者が「所有」している備品を，市に「返還」はできないことから，かかる取り扱いを続けるのであれ...
	(ｴ)　本施設で収穫される果実類（みかん，栗，桃，ぶどう，キウィ等）については，市と指定管理者との間で売買契約が結ばれている。売渡価格は，１級品であれば，引渡日の前週の福岡市中央卸売市場の平均価格に７０パーセントを乗じた価格とされ，２級品は１級品の単価の５０パーセント，３級品は２級品の単価の５０パーセントとされている。
	本施設の指定管理者と選定された場合にかかる売買契約を結ぶことを，指定管理者募集の段階で条件としているとのことである。
	指定管理者はこれら買い取った果実類を独自に売却することとなるが，民間の小売業者への影響を考慮し，来訪者に売ることを原則としているとのことである。担当課によると，平成２４年度の収穫物買取額は２９０万２１８７円であり，これに対する販売による収入は５４８万５０１２円とのことである。
	(ｵ)　自主事業として，農園芸の普及・体験の場として開催されている，野菜・果物・花卉類から庭木の栽培，手入れ，病害虫の対応などの「園芸講座」・「農園芸実習」を始め，「バルーンアート教室」や「しめ縄づくり教室」「コンニャクの作り方教室」が開催されている。
	事業報告書によると，自主事業による収入は７０万２３５０円（予算２０万５０００円），支出は１２４万５１４０円（予算６７万２０００円）である。
	(ｶ)　基本協定書第９条では，「管理運営業務に関するリスク分担は，別紙１のとおりとする。」とされている。このリスク分担表については、総論で述べたとおり，市と指定管理者との間の責任範囲・分担をかえって不明確にするおそれが高い。本施設については，下の問題点としては取り上げていないが，当該「リスク分担表」は，協定書に添付すべきではないと考える。
	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。１期目（平成１８年度から平成２２年度）は，非公募で（財）福岡市森と緑のまちづくり協会が選定されていたが，同協会は，平成２０年度の福岡市第２次外郭団体改革実行計画において，「事業やあり方について検討する団体」とされていた。２期目（平成２３年度から平成２７年度）は，公募により，九州林産（株）が選定されている。
	(ｲ)　指定管理者の具体的業務内容は次のとおりである。
	建物設備管理（清掃業務，法定点検業務），警備業務（機械警備，巡回警備，常駐警備），緑地維持管理（ゴミ搬出，下草刈り管理，芝生管理，樹木剪定）は業者へ再委託されている。
	利用者サービスの質を確保するために次のような取組みがなされている。
	(ｳ)　指定管理料４４９０万円については，指定管理者が資金計画表を提出し，同計画に基づく請求に基づいて支払うとされている（実施協定書第４条）。平成２４年度は，毎月３５２万１０００円から４１８万９０００円が支払われている。
	修繕についてはあらかじめ市と協議することになっており，軽微な修繕，緊急を要する場合は，協議不要とされている（基本協定書第８条第１項）。費用負担についての定めはないが，担当課によると，１件１０万円以下の修繕については，指定管理者の負担となるとのことである。指定管理料には，修繕費として２１万７０００円が見込まれているが，実際の修繕費との精算はなされていない。
	なお，本指定管理者を公募する際に指定管理料の精算は行わないことを前提としていたため，現指定期間中に取り扱いを変更することは難しいとのことである。
	購入備品は，指定管理者に帰属し，指定管理期間が終了した場合には市に寄贈される予定となっているとのことであるが，かかる取り扱いが協定書等に定められているわけではない。
	担当課によると，市の財政状況から指定管理料は削減の方向にあり，３期目については，施設の老朽化の状態や利用状態を考慮し，施設の停止も含めて検討するとのことであった。
	(ｴ)　指定管理者が行った自主事業は，次のとおりである。
	(ｵ)　基本協定書第９条では，「管理運営業務に関するリスク分担は，別紙１のとおりとする。」とされている。このリスク分担表については、総論で述べたとおり，市と指定管理者との間の責任範囲・分担をかえって不明確にするおそれが高い。本施設については，下の問題点としては取り上げていないが，当該「リスク分担表」は，協定書に添付すべきではないと考える。
	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。１期目（平成１８年度から平成２２年度）は，非公募で（財）福岡市森と緑のまちづくり協会が選定されていたが，同協会は，平成２０年度の福岡市第２次外郭団体改革実行計画において，「事業やあり方について検討する団体」とされていた。２期目（平成２３年度から平成２７年度）は，公募により，ふれあい・よか農園メンテナンスグループが選定されている。
	(ｲ)　指定管理者の具体的業務内容は次のとおりである。
	警備，建物清掃，空調設備保守点検，散水設備保守点検，エレベータ保守点検，消防設備保守点検，自動扉保守点検は業者へ再委託されている。
	体験農園利用者数は目標１万４２２０人に対して２万６２１人，公園利用者数は目標２万７８００人に対して３万２１６人であった。
	(ｳ)　指定管理料２５２８万円については，指定管理者が資金計画表を提出し，同計画に基づく請求に基づいて支払うとされている（実施協定書第４条）。平成２４年度は，毎月１７５万円から２８０万円が支払われている。
	修繕についてはあらかじめ市と協議することになっており，軽微な修繕，緊急を要する場合は，協議不要とされている（基本協定書第８条第１項）。費用負担についての定めはないが，担当課によると，１件１０万円以下の修繕については，指定管理者の負担となるとのことである。指定管理料には，修繕費として５万８０００円が見込まれているが，実際の修繕費との精算はなされていない。
	なお，本指定管理者を公募する際に指定管理料の精算は行わないことを前提としていたため，現指定期間中に取り扱いを変更することは難しいとのことである。
	購入備品は，指定管理者に帰属し，指定管理期間が終了した場合には市に寄贈される予定となっているとのことであるが，かかる取り扱いが協定書等に定められているわけではない。
	(ｴ)　指定管理者が行った自主事業は，次のとおりである。
	(ｵ)　基本協定書第９条では，「管理運営業務に関するリスク分担は，別紙１のとおりとする。」とされている。このリスク分担表については、総論で述べたとおり，市と指定管理者との間の責任範囲・分担をかえって不明確にするおそれが高い。本施設については，下の問題点としては取り上げていないが，当該「リスク分担表」は，協定書に添付すべきではないと考える。
	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。１期目（平成１８年度から平成２２年度）は，非公募で（財）福岡市森と緑のまちづくり協会が選定されていたが，同協会は，平成２０年度の福岡市第２次外郭団体改革実行計画において，「事業やあり方について検討する団体」とされていた。２期目（平成２３年度から平成２５年度）は，非公募により（一社）福岡市乳牛育成協会が選定されている。
	(ｲ)　指定管理者の具体的業務内容は，次のとおりである。
	警備等業務，交通整理・駐車場警備業務，建物清掃業務，給水設備清掃等業務，下水道施設保守点検及び清掃業務等業務の一部は業者へ再委託されている。
	なお，担当課によると，雌仔牛の預託等数は減ってきており,背振牧場についてはその利用を停止することが検討されているとのことである。
	(ｳ)　指定管理料１億８７３０万７０００円については，指定管理者が資金計画表を提出し，同計画に基づく請求に基づいて支払うとされている（実施協定書第６条）。
	基本協定書第３０条では，「管理運営業務のうち，市が指定する単価契約業務に係る指定管理料について，会計年度終了時に余剰金が生じた場合は，市の指示に従い速やかに返還するものとする。」とされている。市が指定する単価契約業務としては，展示家畜飼養管理業務として，搾乳牛，仔牛，緬羊，山羊，馬，家禽の基準頭数，搾乳体験，夜間巡視の回数，生乳検査料と搾乳牛検便検査料の本数が定められている他，畜産加工研修施設運営業務として，牛乳，アイスクリーム，生クリーム，バターの数量等，また交通整理・駐車場警備業務として交...
	修繕についてはあらかじめ市と協議することになっており，軽微な修繕，緊急を要する場合は，協議不要とされている（基本協定書第８条第１項）。費用負担についての定めはないが，担当課によると，１件３０万円以下の修繕については，指定管理者の負担となるとのことである。指定管理料には，修繕費として４９３万５０００円が見込まれていたが，実際の修繕費４５７万４７０８円との精算はなされていない。
	購入備品は，担当課によると，市の所有に帰属するとのことだが，協定書等にはその旨の規定が欠けている。
	なお，平成２５年度からは，修繕及び備品について，指定管理料に含めて概算払いとし，年度末に精算を行なう取り扱いに変更されている。
	(ｴ)　本施設については，年に１度「油山牧場運営協議会」が開催されており，平成２４年度は７月２日に開催されている。議事録を確認したところ，施設運営，市民サービスについて具体的かつ面白いアイディア，助言がなされていた。広く意見を募る機会を定期的に設けている点は評価できる。今後の管理に活かすべきところは，ぜひ活かしてもらいたい。
	(ｵ)　基本協定書第９条では，「管理運営業務に関するリスク分担は，別紙１のとおりとする。」とされている。このリスク分担表については、総論で述べたとおり，市と指定管理者との間の責任範囲・分担をかえって不明確にするおそれが高い。本施設については，下の問題点としては取り上げていないが，当該「リスク分担表」は，協定書に添付すべきではないと考える。
	(ｱ)　本施設に関しては，平成１８年度から現在まで指定管理による管理が行われている。1期目（平成１８年度から平成２０年度），２期目（平成２１年度から平成２３年度），３期目（平成２４年度）ともに，非公募により（財）福岡市海づり公園管理協会が選定されている。
	(ｲ)　指定管理者の具体的業務内容は，海づり公園施設の維持管理，海づり公園の秩序維持，利用者の安全確保，利用者への釣り指導，各種イベントの開催,利用料金の徴収,減免,還付等である。
	警備業務及び清掃業務は業者へ再委託されている。
	(ｳ)　指定管理料は,「管理運営に係る経費から利用料金収入を差し引いた額」（基本協定書第２４条第１項）で,「各年度ごとに定めることとし,原則として額の変更・精算は行わない」（同条第２項）とされており，担当課によると，今後も変更は予定していないとのことである。
	平成２４年度については，平成２４年度の管理運営に係る経費（指定管理者が立てた見込み）から,平成２３年度と同額の平成２４年度利用料金収入（どちらも指定管理者が立てた見込み）を差し引いた額となっており，内訳は次のとおりである。
	なお，平成２５年度からは，利用料金収入の算出について，過去５年の実績から一番高い金額と一番低い金額を除いた利用料金平均を使って算出するように改めたとのことである。
	【管理運営に係る経費】   単位：千円
	【収入】   単位：千円（端数切捨て）
	【差額（指定管理料）】   　　35,276千円
	指定管理料３５２７万６０００円については，指定管理者が資金計画を提出し，同計画に基づく請求に基づいて支払うとされている（実施協定書第４条）。
	修繕についてはあらかじめ市と協議することになっており，軽微な修繕，緊急を要する場合は，協議不要とされている（基本協定書第８条第２項）。費用負担についての定めはないが，担当課によると，施設の躯体にかかる修繕は市，付帯施設の修繕は指定管理者の負担となる（ただし，金額によっては付帯施設の修繕についても協議により市の負担となることもある。）とのことである。指定管理料算定においては１５０万６０００円が見込まれているが，実際の修繕費５９万７７６９円との精算はなされていないし今後も精算をする予定はないとのこ...
	購入備品は，担当課によると，指定管理者に帰属するとのことだが，協定書等にはその旨の規定が欠けている。
	(ｴ)　本施設は老朽化が進んでおり,修繕工事費としての市の支出が年々増えている状況にある。
	平成２４年度は,桟橋補修工事（６３０万円）,塗装修繕工事（４８８万４０００円）,鋼管杭被覆防食補修工事（４６２万円）,手摺改良工事（計２８０万３５００円）等で合計１９０７万４７５０円の修繕工事費が支出されている。
	なお，平成２５年度は，桟橋桁材舗装工事（７７０万円）,桟橋鋼管杭被覆防食工事（６１４万円）,エキスパンドメタル取替工事（４００万円）,管理事務所屋根改修工事（３６７万１０００円）,手摺改良工事（３０１万円）の合計２４５２万１０００円の支出が予定されている。
	(ｵ)　平成２４年度の利用者数は，７万１４１５名である。釣り大会（５回開催，参加人数２２７人）や釣り教室（１０回開催，参加人数２２４人）といったイベントも開催されている。
	自主事業として，海洋釣堀の活魚販売（販売尾数タイ１７８２尾，アジ２３４５尾）を行う他，便益事業として，福岡市漁業協同組合に対し，売店と自動販売機の運営を委託している。便益事業においては，売上の５パーセントが指定管理者の収入となっている。
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